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れている。日本も例外ではなく、Yoshiikeら9)が 1976 年から 1995 年にかけての日本人成人の肥満の割合






Institutes of Health11)も高血圧や低HDL血症の頻度がBMI30 以上で顕著に増加することを指摘している。 
肥満の程度と健康障害との関連性は医療費の問題に直結してくる。Quesenberryら12)はアメリカのHMO
における肥満度と年間医療費、入院日数、外来受診回数、薬剤費などとの関係を分析し、BMIが 20～24.9





























 次に、肥満に伴う高血圧性疾患医療費の分析用データとして、身長と体重のデータ、最高血圧 1 回目と
2 回目、最低血圧 1 回目と 2 回目のデータが完備されたサンプルを抽出した。但し、BMIの値に影響を与
える妊婦・授乳婦、及び、今までに血圧降下薬を服用したことがない者以外のサンプルを分析対象から除
外した。分析に用いる各サンプルの最高血圧（収縮期血圧）の値は最高血圧 1 回目と 2 回目の平均値、最












まず、リスク因子としてBMI25～30 までの 1 段階ずつ、計 6 段階のBMI基準を設定した。そして、その
リスク因子保有者でなくなった場合の削減可能な糖尿病医療費と高血圧性疾患医療費を平成 13 年の糖尿
病医療費と高血圧性疾患医療費のデータ注３ とPAFより算出した。なお、分析の対象年齢は 15 歳以上であ
る。 
各 BMI 基準に対応する削減可能医療費の差がその間の BMI に該当する者の医療費と考えることができ
る。よって、さらにこの値をそれに対応する患者数で除して、BMI 別の 1 人当たり年間糖尿病医療費、高
血圧性疾患医療費を算出した。 






別人数割合と全国の人口統計データ注６より全国のBMI35 以上の人数を推計した。次に、平成 11 年と平成
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14 年の肥満症総患者数データ注７より線形補完にて平成 13 年の肥満症総患者数を求め、BMI35 以上の推
計人数で除した。本稿ではこの値をBMI35 以上の者の肥満症受診率とした。これはマジンドールの現在の
保険適用基準がBMI35 以上であることによる。この肥満症受診率がBMI25 以上の者に対しても同様であ
ると仮定してBMI別の服用者数を推定し、マジンドールの用法に準じた 1 日 1 錠 3 ヶ月間の投与を実施し




示す。糖尿病医療費分析サンプル、高血圧性疾患医療費分析サンプルともに、BMI の平均値が 23 前後の




は 27.1％であった。また、その中でも血糖値 126mg/dl以上を示す糖尿病タイプ（＋）は 5.1％であった。
WHOによる肥満度分類ではBMI30 以上を肥満としている1, 18)。これに準じると、BMI30 以上というリス
ク因子保有者は 3.9％であった。また、その中でも糖尿病タイプ（＋）は 0.9％であった。 
表 3 では、高血圧性疾患医療費の分析に用いたサンプルの内、一定の基準を超えた BMI といったリス
ク因子を保有する者の人数、割合を示す。さらに、高血圧性疾患タイプ（＋）の人数、割合を示す。日本
肥満学会による肥満度分類に準じると、BMI25 以上というリスク因子保有者は 23.6％であった。また、
その中でも収縮期血圧 140mmHg 以上、または拡張期血圧 90mmHg 以上を示す高血圧性疾患タイプ（＋）
は 10.6％であった。WHO による肥満度分類に準じると、BMI30 以上というリスク因子保有者は 3.0％で
あった。また、その中でも高血圧性疾患タイプ（＋）は 1.7％であった。 
 表 4 では、一定基準以上の BMI である者全員、すなわちリスク因子保有者全員がその基準未満の BMI
になることによって削減される糖尿病医療費を示す。BMI25 以上をリスク因子とした場合、このリスク因
子保有者に対する糖尿病医療費は、日本全体の糖尿病医療費の 14.1％、入院医療費と入院外医療費を合わ
せて 1650.4 億円を占めているという分析結果となった。BMI30 以上をリスク因子とした場合、このリス
ク因子保有者に対する糖尿病医療費は、日本全体の糖尿病医療費の 3.0％、入院医療費と入院外医療費を
合わせて 350.1 億円を占めているという分析結果となった。 
同様に、表 5 でも、一定基準以上の BMI である者全員、すなわちリスク因子保有者全員がその基準未
満の BMI になることによって削減される高血圧性疾患医療費を示す。BMI25 以上をリスク因子とした場
合、このリスク因子保有者に対する高血圧性疾患医療費は、日本全体の高血圧性疾患医療費の 16.8％、入
院医療費と入院外医療費を合わせて 3123.1 億円を占めているという分析結果となった。BMI30 以上をリ
スク因子とした場合、このリスク因子保有者に対する高血圧性疾患医療費は、日本全体の高血圧性疾患医
療費の 3.0％、入院医療費と入院外医療費を合わせて 558.5 億円を占めているという分析結果となった。 
図 1 は、BMI と糖尿病医療費との関係を示したものである。年間 1 人当たりの糖尿病医療費が最も高い
のはBMI30.0以上であり、22.7万円という分析結果となった。また、糖尿病医療費が最も低いのはBMI23.0
～24.9 であり、9.1 万円という分析結果となった。 
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図 2 は、BMI と高血圧性疾患医療費との関係を示したものである。年間 1 人当たりの高血圧性疾患医療
費が最も高いのは BMI30.0 以上であり、6.5 万円という分析結果となった。また、高血圧性疾患医療費が
最も低いのは BMI23.0～24.9 であり、5.0 万円という分析結果となった。 
 表 6 では、抗肥満薬であるマジンドールの推定薬剤費を示す。BMI25 以上を保険適用基準とした場合の
推定服用者数は 260.3 千人、推定薬剤費は 51.6 億円という分析結果となった。BMI30 以上を保険適用基

















表 2 に示すリスク因子保有者の割合については、BMI25 以上の糖尿病タイプは全体の 5.1％であるのに
対し、BMI30 以上の糖尿病タイプは全体の 0.9％と、5 倍程度の差があった。また、表 3 に示すリスク因
子保有者の割合については、BMI25 以上の高血圧性疾患タイプは全体の 10.6％であるのに対し、BMI30














表 4 は糖尿病医療費全体に対する一定の BMI 以上の者の医療費の割合やその額を示している。日本肥
満学会の基準に従って BMI25 以上で考えると、糖尿病医療費の割合は 14.1％であり、BMI30 以上の場合
の 3.0％の 4 倍以上の差があった。表 5 は高血圧性疾患を対象としたものである。ここでも BMI25 以上で






















表 6 に示す推定薬剤費は表 4 に示す削減可能な糖尿病医療費と比較すると興味深い。抗肥満薬の保険適
用基準をBMI30 以上とした場合の推定薬剤費 7.4 億円は肥満の改善に伴って削減可能な糖尿病医療費
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注 
１ 日本糖尿病学会は 1999 年 5 月、糖尿病の診断基準を改訂した。診断基準として、75g ブドウ糖付加
試験による判定を行い、空腹時血糖値≧126mg/dl、75gOGTT2 時間値≧200mg/dl、随時血糖値≧







２ 日本高血圧学会「高血圧治療ガイドライン 2004」による血圧値の分類は以下の通りである。 
軽症高血圧 ；収縮期血圧 140～159mmHg、または、拡張期血圧 90～99mmHg 
中等症高血圧；収縮期血圧 160～179mmHg、または、拡張期血圧 100～109mmHg 
重症高血圧 ；収縮期血圧≧180mmHg、または、拡張期血圧≧110mmHg 
３ 平成 13 年の糖尿病医療費、及び高血圧性疾患医療費データは、厚生労働省統計表データベースシス
テムに収載されている統計調査「国民医療費」の平成 15 年度データベースに基づいている。 
４ 平成 11 年と平成 14 年の糖尿病推計患者数データは、厚生労働省統計表データベースシステムに収載




適用した食事療法および運動療法の効果が不十分な高度肥満症（肥満度が＋70％以上、又は BMI が 35
以上）が対象である。なお、重症高血圧症の患者等への投与は禁忌である。 
６ 総務省統計局による平成 13 年 10 月 1 日現在の 15 歳以上推計人口データに基づく。 
７ 平成 11 年と平成 14 年の肥満症総患者数データは、厚生労働省統計表データベースシステムに収載さ
れている統計調査「患者調査」の平成 11 年と平成 14 年のデータベースに基づいている。 
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表 1 記述統計量 
分析 サンプル数 項目 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
糖尿病医療費分析 5397 BMI（kg/m2） 23.14  3.42  8.93  45.96  
    血糖値（mg/dl） 105.24 31.89  46.00  476.00 
高血圧性疾患医療費分析 4470 BMI（kg/m2） 22.81  3.34  8.93  45.96  
   最高血圧（mmHg） 127.14 21.21  47.50  222.00 
    最低血圧（mmHg） 77.80  13.03  0.00  127.00 
 





BMI≧25 1464 27.1  277  5.1  
BMI≧26 997 18.5  195  3.6  
BMI≧27 668 12.4  134  2.5  
BMI≧28 475 8.8  103  1.9  
BMI≧29 321 5.9  77  1.4  
BMI≧30 209 3.9  50  0.9  
注）糖尿病タイプ；血糖値≧126mg/dl． 
 





BMI≧25 1053 23.6  476  10.6  
BMI≧26 714 16.0  345  7.7  
BMI≧27 491 11.0  245  5.5  
BMI≧28 332 7.4  175  3.9  
BMI≧29 212 4.7  119  2.7  









BMI≧25 14.1  1650.4  
BMI≧26 9.7  1127.7  
BMI≧27 6.5  763.3  
BMI≧28 5.6  654.9  
BMI≧29 4.7  553.1  
BMI≧30 3.0  350.1  
注）血糖値 126ｍｇ/ｄｌ以上を糖尿病と仮定． 
 





BMI≧25 16.8  3123.1  
BMI≧26 12.4  2303.5  
BMI≧27 8.7  1619.3  
BMI≧28 10.0  1864.9  
BMI≧29 4.6  850.9  
BMI≧30 3.0  558.5  
注）収縮期血圧 140mmHg 以上、または、拡張期血圧 90mmHg 以上を高血圧性疾患と仮定． 
 
表 6 推定薬剤費 
保険適用基準 推定服用者数（千人） 推定薬剤費（億円） 
BMI≧25 260.3  51.6  
BMI≧26 177.3  35.1  
BMI≧27 118.8  23.5  
BMI≧28 84.5  16.7  
BMI≧29 57.1  11.3  
BMI≧30 37.2  7.4  
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